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1
　法人税・消費税・事業税など国税・地方税に関する各種の届出書・申請書を、税務署などに提出す
る必要があります。
　また、提出することにより税の特典を受けられるものがあります。

会社のスタートは
まず届出書の提出から

2 地方税に関する届出書

3 届出書類

1 国税に関する届出書

提　出
税 務 署● 法人税

● 消費税
● 源泉税に

関する
届出書

提　出
● 法人住民税
● 法人事業税

に関する
届出書

都道府県

市 町 村提　出

（3）労働保険や厚生年金等、労務関係の届出書類
届出先 提出書類 提出期限

① 年金事務所
　 〈健康保険・
　   厚生年金保険〉

新規適用届 事業開始後5日以内
（法人（商業）登記
簿謄本を添付）

② 労働基準監督署
　 〈労災保険〉

● 適用事業報告
● 労働保険保険関

係成立届
● 就業規則の届出
（従業員10名以上
の場合）

● 事業所開設後
遅滞なく

● 従業員採用日の
翌日から10日以内

● 就業規則作成後
遅滞なく

③ 公共職業安定所
　 （八ローワーク）
　 〈雇用保険〉

適用事業所設置及
び被保険者資格取
得届

労働保険保険関係成
立届が受理された後
すぐ

ク ロ ー ズ ア ッ プ

　平成27年10月5日から、個人には12桁の個人番号
（マイナンバー）が、法人には13桁の法人番号が通知さ
れ、平成28年1月1日から利用が開始されています。
　法人が提出する税や社会保障に関する書類にも、番
号の記載が必要になっています。また、従業員などから
マイナンバーの提供を受け、適切に管理することが求
められていますので、留意する必要があります。

【社会保障・
税番号（マイナンバー）制度】

（1）税務署への提出書類
提出書類 提出期限

① 法人設立届出書 設立の日以後2月以内

② 棚卸資産の評価方
法の届出書

設立第1期の確定申告書の提出期限

③ 減価償却資産の償
却方法の届出書

同　上

④ 給与支払事務所等
の開設届出書

事務所開設の日から1月以内

⑤ 青色申告の承認申
請書

設立の日以後3月経過日と設立第1期
の終了日とのいずれか早い日の前日

　法人設立届出書は都道府県・市町村にも提出する必
要があります（登記事項証明書等の添付が必要です）。
なお、提出期限は地域により異なります。

（2）消費税の特例を受けたいときに提出する書類
提出書類 提出期限

① 簡易課税制度選択届出書 適用を受けようとする課税期間
の初日の前日（注1）

② 課税事業者選択届出書 適用を受けようとする課税期間
の初日の前日（注1）

③ 課税期間特例選択届出書 短縮にかかる課税期間の初日の
前日（注2）

④ 課税売上割合に準ずる割
合の適用承認申請書

随時（注3）

（注1）設立第1期分については、課税期間の末日までに提出します。
（注2）届出により、課税期間を3月または1月ごとの期間とする特例が

設けられています。
（注3）所轄税務署長の承認を受けた日の属する課税期間から適用さ

れます。
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2 青色申告法人になって
税の特典を受けよう

1 青色申告の承認申請書

ク ロ ー ズ ア ッ プ

　繰越欠損金の繰越しは税務計算上の金額ですので、
損益計算書上の欠損金額と間違えないように注意して
ください。

【青色繰越欠損金】 繰越欠損金は税法上
の欠損金額です

提　出
税 務 署

青色申告の
承認申請書

（要件1）

3 青色申告の要件

期限内に提出青色申告の
承認申請書

税 務 署

　青色申告法人は、当期に生じた欠損金を次期以降10年間にわたり所得から控除できるなど税法上
各種の特典が受けられますので、青色申告の承認申請書を提出期限までに提出しましょう。

特典の内容

① 青色申告書を提出した事業年度に生じた欠損金を次期以
降10年間にわたり所得から控除できる制度の適用

② 中小企業者等の少額減価償却資産の一括損金算入の特例
制度の適用

③ 各種の特別償却制度の適用

④ 各種の税額控除制度の適用

2 青色申告法人の特典

（注１）令和6年1月1日以後に行われる電子取引の取引情報（電子
メールの添付ファイル等で送付・受領した請求書等）は、保
存要件に従って、電子データを保存しなければなりません。

（注２）欠損金が生じた事業年度の帳簿書類等の保存期間は10年
間となります（平成30年4月1日前に開始した事業年度は9
年間）。

（要件2）

記録・保存
（7年間）

● 仕訳帳
● 総勘定元帳
● 棚卸表
● 貸借対照表
● 損益計算書

○○××商事

〔提出期限〕設立の日以後3月経過日と設立第1期目の
決算終了日とのいずれか早い日の前日

（例1）

　この場合の提出期限は、3月経過日の前日

▲
会社設立

の日

3月

▲
3月

経過日

▲
決算

終了日

（例2）

　この場合の提出期限は、決算終了日の前日

▲
会社設立

の日

3月

▲
決算

終了日

▲
3月

経過日
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